
2019年12月5日
ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社
損害保険ジャパン日本興亜株式会社

ＣＳＲ室 小川 慶章

エコプロ2019 環境省シンポジウム

気候変動に対する
ＳＯＭＰＯホールディングスの「適応」策について



ＳＯＭＰＯについて
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連結経常収益

３兆６,４３０億円
（２０１８年度）

連結純利益

１,４６６億円
（２０１８年度）

社員数

約８０,５００人
（２０１８年３月末）

国内損保事業

価値創造イノベーション
最もお客さまに支持される損害保険会社へ

国内生保事業

「健康応援企業」へ進化

海外保険事業

着実なオーガニック成長、
規律あるＭ&Ａによる成長加速

介護・ヘルスケア事業

「世界に誇れる豊かな長寿国日本」の
実現に貢献

デジタル戦略

事業間連携によるトータルサポート

M＆Aによる成長加速・新たな事業機会の探求

戦略的
リスク経営
（ERM）

多様性
ある人材

ＳＯＭＰＯホールディングスグループの概要
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少子高齢化
人口減少

健康寿命の
延伸

ﾃｸﾉﾛｼﾞｰの進化
ﾗｲﾌｽﾀｲﾙの
多様化

自然災害の
常態化

国内損保
事業

国内生保
事業

介護・
ヘルスケア

事業

海外保険
事業

サステナブル
な社会の実現

安心・安全・
健康に暮らせ
る社会の実現

＝

「安心・安全・健康のテーマパーク」＝「社会的課題の解決」
＝「ＳＤＧｓの達成に貢献」

グループの目指す姿
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ＳＯＭＰＯホールディングスグループは、
お客さまの視点ですべての価値判断を行い、
保険を基盤としてさらに幅広い事業活動を通じ、
お客さまの安心・安全・健康に資する最高品質
のサービスをご提供し、社会に貢献します。

経営理念
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自然災害の発生状況

5



火災保険金の支払状況

地震・台風（風災・水災）等による火災保険の保険金支払額
は増加傾向にある。

2500億円

5000億円

1.25兆円

正味支払
保険金

1兆円

その他の
自然災害等

1.01兆円

1.16兆円

1.32兆円
台風
24号

台風
21号

豪雨

出典：日本損害保険協会主催 SDGｓフォーラム資料

１０の台風が上陸

東日本大震災、

タイ洪水が発生

史上最高額

1.6兆円
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気候変動と金融（保険）

・気候変動による自然災害の増加は、お支払いする保険金の
増加、それに伴う保険料の上昇といった影響を及ぼしかねない。
・保険業界に対し、個別産業への保険引受・投融資制限の要請。

エンゲージメント
適応策としての

商品・サービスの開発・提供

社員への啓発活動 継続したリスク管理

積極的な情報発信と情報開示
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当社グループの「適応」策
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AIを活用した防災・減災システムの開発・提供

One Concern社、ウェザーニューズ社と防災、減災システムを
共同開発。熊本市で実証実験を開始

災害発生前

高度なAI技術の活用により、災害危険性と地域の
脆弱性を評価し、動的シミュレーションを 用いた
正確な被害予測シミュレーションが可能。

災害発生

災害発生直後に提供される被災地域の被害予測
サービスにより、リアルタイムで被害状況の把握が
可能となり、地域全体が受ける損害のインパクトが
明らかに。

災害発生後

災害発生後も被害状況の詳細を収集し、実際の
被害データとして被害予測サービスに組み入れるこ
とにより、地域の実情に合ったリアルタイムで正確
な被害状況の把握が可能。

洪水による被害予測画面
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防災減災費用保険

・自然災害発生時に、 できるだけ早期に必要な避難勧告等の
発令」が強く求められている一方、災害救助法が適用されな
かった場合、掛かる費用は全て町村の負担。
・迅速かつ適切に予防的な避難勧告等を発令することに資する
ため、町村等負担の費用の一部を保険金として支払う保険。
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食品ロス削減に寄与する費用保険

・食品輸送中の事故により市場価値がなくなったと判断された食品
をフードバンクへ寄贈し、寄贈にかかる費用を保険金で補償
・2019年11月より販売開始【業界初】

＜商品の仕組み＞
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天候インデックス保険

・気候変動に脆弱な小規模農家を対象とする保険料が低廉
な商品＜マイクロ インシュアランス＞
・気温、風量、降雨量などの天候指標が一定条件を満たした
場合に、損害調査を経ることなく迅速に保険金を支払う

農業保険のグローバルプラットフォーム
「Ａｇｒｉ ｓｏｍｐｏ」を通じた展開

２０１５年に国連開発計画の
「ビジネス行動要請（ＢｔＣＡ）」に認定

◆保険販売・保険金支払の仕組み
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人材教育（市民のための環境公開講座）

・１９９３年より開始。今年で２６年目。 延べ２１,７９１名が参加
（2019年3月時点）

・（公社）日本環境教育フォーラム、（公財）損保ジャパン日本
興亜環境財団、損保ジャパン日本興亜、の三者共催

“「木を植える『人』を育てる”

環境分野で活躍する人材の育成
支援、環境保全に関する活動・
研究支援や環境教育などの振興
を通して、地球環境保全に貢献
することを目指しています。
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人材教育（ＣＳＯラーニング制度）

・大学生・大学院生を対象に環境分野のCSOで8か月の
インターンシップを経験できる制度

・2000年に開始。１,０６９名が修了(2019年3月時点）
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社内推進とエンゲージメント
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・実効性のある環境マネジメントで定着している仕組みをベースに

ＣＳＲ全般を対象としたマネジメントシステムを構築

ＣＳＲチェッカーは
グループ全体で2,800名超

ＣＳＲ推進体制
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・ＣＳＲ重点課題別にＫＰＩを設定し、目標を達成に向けて

グループ横断で取り組み

グループＣＳＲ－ＫＰＩ（重要業績評価指標）
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ステークホルダーエンゲージメント

・多様な意見の業務遂行・意思決定への活用
・価値観共有や相互理解を通じた協働関係の構築
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中小企業（日本青年会議所）セミナー

◆ 2019年5月18日開催
◆中小企業経営者を中心の
約500名が参加

北海道ＪＣフォーラム

◆ 2019年9月25日開催
◆中小企業経営者約50名が
参加

茨城ＪＣフォーラム
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ご清聴ありがとうございました。
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